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当社子会社の資本業務提携に向けた基本合意のお知らせ 
 
 当社は、本日開催の取締役会において、SBI ホールディングス株式会社（以下、「SBIH」、本社：東京
都港区、代表取締役会長兼社長：北尾 吉孝）との間で、当社が展開するメディア事業の中核子会社であ
る株式会社ライブドアに関し、SBIH が展開するネオメディア事業との資本業務提携に向けた協議開始の
基本合意について決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 
 
１． 本件基本合意の背景 

SBI グループは、国内最高峰の質・量を誇る金融データと、国内外で 8,000 万を超える顧客基盤、世界
26 か国・地域に及ぶ多様な海外事業体を有し、銀行・証券・保険・資産運用からデジタルアセットまで
を横断したサービスラインナップを戦略的に融合し得る独自の強みを持ちます。SBIH は傘下にグループ
のメディア・エンタテインメント・マーケティング関連事業を統括する中核会社として SBI ネオメディ
アホールディングス株式会社を設立した後、グローバル規模でネオメディア生態系を拡大させてきまし
た。 
当社グループのメディア事業の中核子会社である株式会社ライブドア（以下、「ライブドア」）は、

「livedoor Blog」を中心としたUGC（User Generated Content）メディア、「livedoor News」を中心とし
た PGC（Professional Generated Content）メディアを軸に、「SOCCERKING」を始めとするスポーツ情
報メディア、韓流情報メディア「Kstyle」等の各専門メディアに加え、資産形成情報メディア「MINKABU
（みんかぶ）」、アフィリエイトサイトである「MINKABU Choice」を展開しており、その月間平均ユニ
ークユーザー数は１億人規模に達しております。特に、UGC 及び PGC の大量供給力（IP 資産創出力）、
収益展開力（拡散⇒収益化までの一体設計）に強みを有し、IP 創出型メディアプラットフォーム事業と
してのサービス進化を目指しております。 
この度、両社グループの有するメディア事業としての特長や強みを高度に融合させることで、次世代の

新たなメディア事業展開への発展が期待できることから、同事業分野における将来的な資本提携を含む
業務提携に向けた協議開始に合意いたしました。 

 
２． 基本合意の内容 

業務提携に向けては、IP の価値創出と最大化、クリエイター支援プログラム、地域経済の活性化、コ
ンテンツプロモーション、エンタメ事業、スポーツトークン事業等の領域で、ライブドアが有するユーザ



 

 

ー基盤、メディア運営や広告運営ノウハウを活かし、共同で事業規模の拡大と領域の高度化を同時に実
現すべく、今後具体的な協議を進めてまいります。また資本提携の協議にあたっては、上記をはじめとし
た業務提携の推進及び、両社グループの中長期的な企業価値向上を目的として、SBI グループとライブド
アとの資本提携を含めて幅広に行い、双方のメディア事業におけるシナジーを追求してまいります。 
さらに、当社及び SBIHにおける金融分野におきましても、従前の当社ソリューション事業での連携に

加え、当社がライブドアを通じて展開する金融情報サービス MINKABU から SBI グループの金融サービ
スへの最適な導線を構築し、情報取得から投資行動までをシームレスに接続することでユーザー体験を
高度化するとともに、AI 活用により信頼性の高い金融情報空間の構築を推進するなど、多面的な連携を
強化してまいります。 
 
３． 両社の概要 

名 称 SBI ホールディングス株式会社 

所 在 地 東京都港区六本木一丁目 6 番 1号 

代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 北尾 吉孝 

事 業 内 容 株式等の保有を通じた企業グループの統括・運営等 

設 立 年 月 日 1999年 7 月 8日 
 
名 称 株式会社ミンカブ・ジ・インフォノイド 

所 在 地 東京都港区東新橋一丁目９番 1 号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 伴 将行 

事 業 内 容 メディア事業・ソリューション事業 

設 立 年 月 日 2006年 7 月７日 
 
４． 業績に与える影響 

本資本業務提携により、メディア事業の持続的な成長に向けた推進体制の構築を目指してまいります。
なお、現時点において上記の他、具体的に決定した事項はなく、開示すべき事項が生じた場合には速やか
にお知らせいたします。 

 
以 上 

 


